
貸  借  対  照  表

（ 平成１９年　３月３１日現在　）
                          （単位：千円）

科         目 金       額 科         目 金       額

資  産  の  部 10,184,313 負  債  の  部 6,874,573

流  動  資  産 7,715,011 流  動  負  債 5,183,164

    現金及び預金 329     支払手形 216,627
    受取手形 98,894     買掛金 1,640,948
    売掛金 5,088,656     未払金 1,780,013
    材料 398,488     未払法人税等 57,115
    仕掛品 588,424     未払事業所税 7,714
    貯蔵品 523     未払消費税等 117,017
    前払費用 58,500     未払費用 450,914
    繰延税金資産 616,868     前受金 68,161
    未収入金 72,927     預り金 63,133
    立替金 3,329     賞与引当金 780,232
    前払金 1,820 　　仮受金 1,286
    仮払金 5,030
　　貸付金 781,218

固  定  資  産 2,469,302 固  定  負  債 1,691,409

（有形固定資産） (890,221)    　長期未払金 1,681,409
    建物 283,886    　長期預り敷金保証金 10,000
    構築物 5,582
    機械装置 5,009
    工具器具備品 420,752
    土地 172,660
　　建設仮勘定 2,330

純　資　産  の  部 3,309,740

（無形固定資産） (173,023) 株　主　資　本 3,309,740
    ソフトウェア 163,594 　　資  本  金 300,000
    電話加入権 9,428

　　資  本  剰  余  金 1,000,655
　    資本準備金 1,000,655
    合併差益

（投資その他の資産） (1,406,057)
    出資金 57 　　利　益　剰  余  金 2,009,084
    長期前払費用 12,423 　    利益準備金 200,587
    繰延税金資産 1,039,099 　    その他利益剰余金 1,808,497
    敷金保証金 334,794 　　    別途積立金 97,500
    入会金 10,919 　　    繰越利益剰余金 1,710,997
    長期未収入金 27,965
    その他 484
    貸倒引当金 ▲ 19,686

  資   産   合   計 10,184,313   負 債 ・ 純資産 合 計 10,184,313



損益計算書
自 平成１８年　４月　１日

至 平成１９年　３月３１日

（単位：千円）

　　　科　　　　　目 　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　額

売　上　高 21,637,250

売 上 原 価 18,483,114

　売上総利益 3,154,135

販売費及び一般管理費 2,084,653

　営業利益 1,069,482

営業外収益 25,488

　受取利息 3,975

　諸施設賃貸収入 12,917

　その他の収益 8,595

営業外費用 44,558

　諸施設賃貸費用 4,842

　棚卸資産処分損 36,169

　その他の費用 3,546

　経常利益 1,050,411

特別利益 2,799

　貸倒引当金戻入益 1,372

　その他の特別利益 1,427

特別損失 19,461

　固定資産除却損 19,402

　その他特別損失 59

　税引前当期純利益 1,033,749

法人税、住民税及び事業税 36,631

法人税等調整額 ▲ 315,966

　当期純利益 1,313,084



重要な会計方針に関する注記 
 

 （重要な会計方針） 

 

  １．棚卸資産の評価方法及び評価基準 

     材料‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥月次総平均法による原価法 

     仕掛品‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥個別法による原価法 

 

  ２．固定資産の減価償却方法 

     有形固定資産‥‥‥‥‥‥‥定率法 

                  平成１０年４月１日以降取得の建物は定額法 

     無形固定資産‥‥‥‥‥‥‥施設利用権 

                   定額法 

                  ソフトウェア 

                   社内における見込利用期間（５年間）に基づく定額法 

     長期前払費用‥‥‥‥‥‥‥均等償却 

 

  ３．引当金の計上基準 

     貸倒引当金‥‥‥‥‥‥‥‥売上債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、 

                  一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権 

                  については回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。 

 

     賞与引当金‥‥‥‥‥‥‥‥従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌期支給見込額の当期 

                  負担分を計上しています。 

 

 

  ４．リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 

     ては、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっています。 

 

  ５．消費税等の処理方法 

     消費税等の会計処理は、税抜き方式によっています。 

 

 （会計方針の変更） 

 

１． 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17

年12月9日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第8号 平成17年12月9日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は3,309,740千円であります。 

 

 

 

貸借対照表に関する注記 
 

  １．関係会社に対する金銭債権債務 

     短期金銭債権                 ４,０８８，８１０千円 

     長期金銭債権                   ２８，５７７千円 

     短期金銭債務                   ３８５，１９１千円 

     長期金銭債務                １０，０００千円 

 

  ２．有形固定資産の減価償却累計額           ４，６４４，９８６千円 

 

  ３．保証債務                          

     従業員（住宅融資金）            ３１，５９８千円 

     従業員（従業員精算口座貸越金）          ６１２千円 

 

  ４．受取手形譲渡残高                 １３８，７６９千円 



税効果会計に関する注記 
 

  １．繰延税金資産発生の主な原因 

 

    繰延税金資産 

     賞与引当金               ３１７，４７６ 千円 

     賞与引当金にかかる法定福利費       ４１，４０２ 千円 

     退職金過去分分割精算金         ８７４，２３２ 千円 

     退職金当期発生分未払金          ２８，４６７ 千円 

     繰越欠損金               ６８７，５０８ 千円 

     その他                  ８７，３３４ 千円 

    繰延税金資産小計           ２，０３６，４１９ 千円 

 

    評価性引当金              △３８０，４５１ 千円 

 

    繰延税金資産合計           １，６５５，９６８ 千円 

 

 

 

１株当たり情報に関する注記 
 

１．１株当たり純資産額             １，３２４円６１銭 

 

２．１株当たり当期純利益                ６５５円５６銭 

 

３．１株あたり当期純利益の算定上の基礎 

     損益計算書上の当期純利益        １，３１３，０８４ 千円 

     普通株式に係る当期純利益       １，３１３，０８４ 千円 

     普通株式に帰属しない金額の主要な内訳     該当ありません 

     普通株式の期中平均株式数          ２，００３ 千株 




